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「インフォーマルセクター生産財市場の競争政策（小規模事業家の市場へのアクセスの

改善）」『アジア経済』40 (2),2-18,1999. 

はじめに 

1970 年代以来、発展途上国インフォーマルセクターにおける小規模事業の促進は、
その国の経済発展や貧困解消に対して有益であるという主張が、経済モデルを用いた厳

密な分析に基づいたものではないが、しばしばなされている1。そしてその際、小規模事

業家達にとって、彼らの生産した財（サービス財を含む）を売るための市場へのアクセ

スが限られていることが、小規模事業の成長を妨げる主要な障害の一つとして指摘され

ている2。このため彼らのアクセス可能な生産財市場は限定され、その市場は買手独占的

な購入者（一般にはフォーマルセクターの企業）によってコントロールされている。こ

の結果、彼らの生産した財は、普通、安い価格で買取られることになる。このことは、

インフォーマルセクターの生産財市場における競争の促進は、インフォーマルセクター

における小規模事業の成長にとって重要であることを示唆しているように思われる。し

かしながら、インフォーマルセクター生産財市場の競争促進の効果は、これまで理論モ

デルにおいては全く分析されてこなかったし、またインフォーマルセクター生産財市場

の競争促進は、実際の政策手段としても一般には注目されてこなかったようである。 
本研究では、理論モデルを提示した上で、インフォーマルセクターの生産財市場に

おける競争促進が経済発展及び貧困解消に対して及ぼす効果について分析する。インフ

ォーマルセクター生産財市場のモデル化に際しては、インフォーマルセクター生産財市

場は、一つの国内市場には統合されておらず、ばらばらに分断されていると想定する。

そして、それぞれの分断化された市場は競争市場ではなく、買手独占（寡占）の状態で

あるとする。Yano (1998)3に従って、インフォーマルセクター生産財市場の競争の度合

いを、政府の政策手段として外生的に取り扱う。Yano は、日本などの先進諸国の文脈で、
非競争的政策として、法的規制や制度的要因による参入障壁に焦点をあてている。しか

し、本研究においては、インフォーマルセクター生産財市場の競争政策の実際的手段と

して何を想定しうるかにおいて、Yano とは若干異なり、市場の情報の交換の促進（例え
ば、インフォーマルセクターの小規模事業家が、自分の属する分断化された市場だけで

なく、財市場全体に関するより多くの情報にアクセスする機会を設けるなど）を含めて

                                                  
1 Sethuraman (1981)参照。最近の例としては、Asea (1996)、下川 (1998)などがある。 
2 例えば、Moser (1978)、Sethuraman (1981)、中西 (1991)など参照。また、筆者のバ
ンコク（Shimokawa (1996)参照）、マニラ、カラチなどの都市スラム地域における小
規模事業の観察においても同様な結論を得る。 

3 Yano (1998)は、国際貿易の文脈で消費財（非貿易財）の市場の競争の程度を政府の政
策の手段として取り扱い、その政策と貿易収支及び厚生との関係を分析している。 
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想定する。これは、中西 (1991)が指摘するように、インフォーマルセクターでは、様々
な理由から市場の情報が共有化されていないことがインフォーマルセクター生産財市場

の分断化の主な原因の一つであると考えられているからである。 
本研究から得られた主な結論は次の２つである。第一に、インフォーマルセクタ

ー生産財市場の競争促進は、必ずインフォーマルセクターにおける所得水準（賃金）を

上昇させ、経済全体の総生産上昇につながることが示された。 
第二の結論は、インフォーマルセクターにおける小規模事業家のクレジットへのア

クセスの改善に関することで、第一の結論に比べて、パラドキシカルでより面白い結論

と思われる。彼らのクレジットへのアクセスの欠如は、インフォーマルセクターにおけ

る小規模事業の成長を妨げるもう一つの障害としてよく知られており、このクレジット

へのアクセスの改善は、インフォーマルセクターにおける人々の所得向上の効果的手段

として、最近、実際の現場での取り組みにおいても、また理論的にも大きな注目を集

めている。Chaudhuri (1989)や Gupta (1993)は、彼らの理論モデルにおいて、インフ
ォーマルセクターのクレジットへのアクセスの改善は、必ずインフォーマルセクター

での賃金の上昇をもたらすことを示している4。しかしながら、彼らのモデルでは、

インフォーマルセクター生産財市場は完全競争的と仮定されている。本研究では、上

述したインフォーマルセクターの生産財市場における歪みをモデルに組み込むことに

よって、インフォーマルセクターの生産財市場の競争の度合いが、インフォーマルセ

クターのクレジットへのアクセスの改善の効果にどのように影響するかを分析した。

その結論は以下のとおりである。インフォーマルセクターのクレジットへのアクセスの

改善がインフォーマルセクターの賃金を上昇させるか否かは、インフォーマルセクター

生産財市場の競争の度合いに依存する。生産財市場が十分に競争的であれば、クレジッ

トへのアクセスの改善は、インフォーマルセクターの賃金を上昇させるが、生産財市場

が競争的でない場合には、クレジットへのアクセスの改善によって、インフォーマルセ

クターの賃金が低下することもありうるのである。つまり、生産財市場に深刻な歪みが

ある時には、Chaudhuri (1989)や Gupta (1993)の結論は成立しないことが示された。 
以下、第２節で、均衡モデルを提示する。第３節では、インフォーマルセクター

生産財市場の競争促進が経済に与える影響を分析し、第４節でインフォーマルセクター

でのクレジットへのアクセスの改善が経済に与える影響を分析する。第５節では、モデ

ル分析で得られた結論をまとめ、政策的含意について考察し、今後の課題を提示したい。 

                                                  
4 Chaudhuri (1989)自身は、この点について、計算間違いから逆の結果を示している。
しかし、彼の設定で、正しく計算し直すと、クレジットへのアクセスの改善は必ず、

インフォーマルセクターにおける賃金率の上昇をもたらすことがわかる。 
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２）インフォーマルセクターとフォーマルセクターの関係モデルの定式化 

本モデルの経済は、都市部門のみからなり5、これはフォーマルセクターとインフ

ォーマルセクター6の２部門からなると考える。２つのセクター間の労働移動はないと仮

定する。この仮定は一見きつい仮定のように見えるが、実際に多くの途上国経済の現状

として、インフォーマルセクターからフォーマルセクターへの労働移動の困難性は大き

な特徴の一つである7。また、開放経済、小国の仮定をおく。さらに、最近の国際間資本

移動の自由化にかんがみ、資本の国際移動が完全に自由である経済を考える。 
簡単化のため、経済に存在する財は最終財と中間財の 2 種類のみとする。最終財は、

資本、労働、中間財によってフォーマルセクターのみで生産され、中間財は資本と労働

によって、フォーマルセクターとインフォーマルセクターのいずれでも生産が可能で、

フォーマルセクターの最終財のインプットとしてのみ需要される。このとき、インフォ

ーマルセクター生産財とは、このモデル上では、最終財生産のための中間財である。ま

た、最終財は貿易財で、中間財は非貿易財であるとする。 
このモデルの想定は次の 2 通りに解釈できる。まず文字通りに解釈すると、例えば、

中間財は、機械の部品で、最終財は、機械の完成品である8。この部品は、フォーマルセ

クターまたはインフォーマルセクターで生産され、これを購入することによって、フォ

ーマルセクターでのみ機械完成品が生産される。部品は、非貿易財であるが、完成品は

外国に輸出する場合も、外国から輸入される場合もあると考えられる。また、多くの途

上国のインフォーマルセクターでよく見られる廃品回収業についても、インフォーマル

セクターによって回収し分類された再利用可能資源を最終財生産のための中間財と考え

ることが出来る。 
また、次のような解釈も可能である。中間財とは、実は完成品（例えば、衣料、食

品、装飾品、手工芸品など）である。しかし、この完成品は、フォーマルセクターの流

                                                  
5 経済が都市部門のみからなる仮定は、簡単化のためのもので、農村都市間労働移動を
捨象している。これによって、フォーマルセクターとインフォーマルセクターの関係

に焦点を絞って分析する。しかしながら本モデルに農村都市間労働移動の影響を加え

ることは、本モデルの拡張の第一歩だと考えられる。 
6 『インフォーマルセクター』という用語は、これまで関心の違いに応じて様々な意味
に用いられており、その定義はあいまいである（例えば、Moser (1978)、Peattie 
(1987)、 Cole and Fayissa (1991)参照）。しかしながら、本論文では、その定義につ
いては、深く立ち入らず、小規模事業部門としてのインフォーマルセクターに焦点を

あてる。 
7 多くの 2部門モデルは、これを暗黙のうちに仮定している。 
8 Chaudhuri (1989)は、インドのインフォーマルセクターの事業の大部分が、フォーマ
ルセクターのための中間財を生産していることをデータとして報告している。 
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通販売企業を通してのみ、国内及び国外の市場で販売されるのである。すなわち最終財

生産企業とは、このための国内外の流通販売を行なう企業を意味していると考える。こ

のように考えると、インフォーマルセクター生産財をフォーマルセクターにおける最終

財生産のための中間財としてモデルの定式化を行うのは適当であると思われる9。 

2-1)中間財生産企業 

中間財は、フォーマルセクターとインフォーマルセクターのいずれにおいても、労

働と資本を用いて、同一の一次同次生産関数10で、完全競争的に生産されると仮定する。 
(1)フォーマルセクター 

フォーマルセクター全体で生産される中間財の量を MF とすると、生産関数は次式

で表わされる。 
( )M F L KF M M= ,    (1) 

ここで、LM, KM は､フォーマルセクターで中間財生産に用いられる労働と資本で、 
F(LM, KM)は一次同次関数である。また通常の取り扱いに従って、FK>0、FL>0、FKK<0、
FLL<0 と仮定する。フォーマルセクターでは、自由に資本にアクセスできると仮定する
と、資本の国際移動は自由なので、フォーマルセクターでの利子率は、国際利子率 r*に

等しい。また、フォーマルセクターで生産される中間財の価格を pm、フォーマルセクタ

ーでの賃金率を w とすると、フォーマルセクターの中間財生産企業は、完全競争企業な
ので、企業の費用最小化行動より、それぞれの要素価格がその限界生産性に等しくなる

ように生産が行われ、次の２つの式が成立する11。 
( )p F L K wm L M M, =    (2) 

( )p F L K rm K M M, *=    (3) 

(2)インフォーマルセクター 

インフォーマルセクター全体で生産される中間財の量を MS とすると、生産関数は

フォーマルセクターと同じなので、次式で表わされる。 

                                                  
9 なお、Chaudhuri (1989)、Gupta (1993)及び Stark (1982)など、インフォーマルセク
ターとフォーマルセクターの関係を理論モデルにおいて定式化した多くの論文では、

インフォーマルセクター生産財をフォーマルセクター生産のための中間財として定式

化している。 
10 ２つのセクターでの中間財生産における生産関数は等しいが、セクター間における要
素価格の差によって、実際の生産に使われる技術の資本ー労働比率は両セクターで異

なる。 
11 生産関数が一次同次関数であることより生産量は、費用最小化行動及び利潤最大化行
動からは決定されない。このモデルでは、生産量は、後に明らかになるがフォーマル

セクターの労働制約により決定される。 
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( )M F L KS S S= ,    (4) 

ここで、 LS ,KS は､ インフォーマルセクターで中間財生産に用いられる労働と資本であ

る。なお、先に記したとおり、インフォーマルセクターとフォーマルセクター間の労働

移動はないと仮定したので、 LS は一定である。インフォーマルセクターでの利子率を R、

インフォーマルセクターで生産される中間財の価格を pmS、インフォーマルセクターで

の賃金率を wsとすると、インフォーマルセクターの中間財生産企業も、完全競争企業な

ので、企業の費用最小化行動より、それぞれの要素価格がその限界生産性に等しくなる

ように生産が行われ、この時、次の２つの式が成立する 

( )p F L K wm
S

L S S s, =    (5) 

( )p F L K Rm
S

K S S, =    (6) 

ただし、インフォーマルセクターでの利子率 R は、 R=r*+C(>0)で外生的に与えられて
いるとする。これが、フォーマルセクターとの違いの一つである。なお、この仮定は、

インフォーマルセクターにおけるクレジットへのアクセスの困難性を最も簡単な形でモ

デルに組み入れるための仮定である12。 

2-2)フォーマルセクターにおける最終財生産企業 

最終財生産企業は、フォーマルセクターまたはインフォーマルセクターで生産され

た同一の中間財を購入し、さらに労働と資本を用いて、最終財を生産し、国際市場と統

合されたマーケットで、国際価格で販売するとする。簡単化のため、最終財生産企業は

同一の技術で、かつその生産における３つの生産要素の投入係数は一定であると仮定す

る。この時、最終財生産企業 jの生産する最終財の量を xjとすると、 
lj=aLxj     (7) 
kj=aKxj     (8) 
msj+mfj=aMxj    (9) 

が成り立つ。ただし、lj、kj、msj、mfjは、それぞれ xjを生産する際に、最終財生産企業

j で用いられる労働、資本、インフォーマルセクターで生産された中間財の購入量及びフ
ォーマルセクターで生産された中間財の購入量で、aL、aK、aM はそれぞれの要素投入
係数である13。 

                                                  
12 Chaudhuri (1989)及び Gupta (1993)では、インフォーマルセクターにおけるクレジッ
トへのアクセスの困難性を、それぞれ、R=C(KS), C’>0, C”>0及び R=α＋C(KS), C’>0, 
C”>0 として定式化している。本論文の分析の焦点は、インフォーマルセクター生産財
市場における競争の度合いであるので、同セクターにおけるクレジットへのアクセス

の困難性につしては、できるだけ簡単な形でのモデル化を行なった。 
13 ここまでの定式化は、基本的には Chaudhuri (1989)に準じている。Chaudhuri との
違いは、以下に定式化していく中間財市場の構造である。Chaudhuri は中間財市場が
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2-3)中間財市場の構造 

インフォーマルセクターで生産される中間財の市場（以下この市場をインフォーマ

ルセクター生産財市場と呼ぶ）は分断されており、その分断された市場には、多数のイ

ンフォーマルセクター中間財生産企業と N 個（N は一般に小さい正の整数）の同一の最
終財生産企業が存在していると考える。すなわち、各分断化された市場は、N 個の最終

財生産企業による買手寡占市場である。そして、経済全体にはそのように分断化された

同一の市場がｎ個（ｎは十分大きい正の整数）存在すると考える(図１参照）。このとき、
経済全体のインフォーマルセクターの総労働は、 LS で一定なので、各分断化された市場

に属するインフォーマルセクター中間財生産企業における総労働 LSS は、
L

n
S で一定とな

る。また、中間財生産は、一次同次生産関数で完全競争的に行われるので、各分断化さ

れた市場における供給側の構造は、以下の３つの式で記述される。 

( )M F L KSS SS SS= ,    (4’) 

( )p F L K wm
S

L SS SS s, =    (5’) 

( )p F L K Rm
S

K SS SS, =    (6’) 

ただし、MSS、KSS は、各分断化された市場で生産される中間財の量、及びその生産に用

いられる資本で、それぞれ、 M
n

S 、 K
n

S となる。 

実際に途上国のインフォーマルセクターにおいては、この地理的に、民族的に、ま

た出身地ごとなどによって生じる市場の分断化がよく観察されている。そして、中西

(1991)が指摘するように、インフォーマルセクターにおいては、伝統的社会規範、慣習、
文化、組織、規制などに関する様々な理由により、市場情報が共有されにくいことが、

このインフォーマルセクター生産財市場の分断化の主な原因の一つとして考えられてい

る。 
以上、インフォーマルセクター生産財市場が分断されたものであることを仮定した

が、これに対してフォーマルセクターが供給する中間財に関しては、共通の一つの統合

された市場があると考える14。なお、n は十分大きいので、この共通市場は、完全競争市
場であるとみなす。すなわち、フォーマルセクターの中間財生産企業は、共通市場（完

全競争市場）にアクセスできるが、インフォーマルセクターは、分断化された市場（N
企業による買手寡占市場）にしかアクセスできないのである。 

2-4)最終財生産企業の最適化行動 

最終財生産企業の最適化行動を費用最小化行動と利潤最大化行動の２段階に分けて

考える。まず、最終財生産企業の費用最小化行動は次の通りである。最終財生産企業は、

フォーマルセクターで生産された中間財の共通市場と自企業の属している分断化された

                                                                                                                                                
完全競争的であると想定している。 

14 共通の財市場があるということ自体がフォーマルセクターの本質的特徴の一つである。 
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インフォーマルセクター生産財市場との２つの異なった市場から、中間財を購入するこ

とが出来る。共通市場は完全競争市場なので、最終財生産企業はプライステイカーとし

て振る舞う。一方、分断化された市場は、買手寡占市場である。よって、各最終財生産

企業は、分断化された市場からの中間財購入量を変化させることによって、インフォー

マルセクターで生産される中間財の価格を支配し、費用最小化を行なおうとする。その

際の最終財生産企業の行動様式の仮定、及び分断化された市場の均衡の定式化について

は、寡占市場モデルの標準的取り扱い方法であるクールノー・ナッシュ均衡概念を用い

て定式化する15。すなわち、各分断化された市場において、最終財生産企業同士は互い

に相手の購入量が一定であると予想して、自己の最適購入量を決定すると仮定するので

ある。 
これを定式化すると、最終財生産企業 j が最終財を xj生産する際の費用最小化問題

は以下の通りである。 

( ) { }Min wl r k p m p m
m

j j m
S

sj m fj
sj

+ + +* , (10) 

st:lj=aLxj, kj=aKxj, msj+mfj=aMxj. 
ここで、 LSS が一定であることと(4’)、(6’)式を用いると、 

( )( )p R
F K Mm

S

K SS SS

=    (11) 

となり、R をパラメーターとすると、 pm
S
は MSSのみの関数であることがわかる16。よっ

て、これが分断化された市場における逆供給関数である。さらにこの逆供給関数の傾き

は、次式より正であることがわかる。 

( ) ( )
∂
∂

p
M

RF
F

dK
dM

RF
F

m
S

SS

KK

K

SS

SS

KK

K

=
−

=
−

>2 3 0  (12) 

さて、(10)式の費用最小化問題の一階条件は、他企業の購入量が一定であると予想
して自己の最適購入量を決定するので、次の通りである。 

                                                  
15 この均衡は、寡占市場において、それぞれの企業がライバル企業の生産量が一定であ
ると予想して、自己の最適生産量を決定する時に、結果として得られる生産量の組が

予想していた生産量の組と一致する時達成される。なお、本論文では、もともとのク

ールノーが想定した寡占市場でなく、買手寡占市場なので、生産量を購入量に読み替

える必要があることに注意が必要である。 
16 本節および次節の議論においては、R をパラメーターとして扱うので、 pm

S
は MS（ま

たは MSS）のみの関数であるが、第４節では、パラメーターR を動かして分析を行う
ので、 pm

S
は MSと R の関数となる。そこで、第５節の議論の際に混乱が生じない様に、

これ以降、 pm
S
の MS（または MSS）に関する微分を偏微分記号を用いて表すことにす

る。 
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∂
∂

p
M

m p pm
S

SS
sj m

S
m+ =    (13)17 

この式は、中間財を追加的にもう一単位購入する際の費用の増加額（限界費用）が、イ

ンフォーマルセクター生産財市場から購入する場合（左辺）と共通市場から購入する場

合（右辺）で等しくなることを意味している。これを図示すると図２のようになる。こ

のモデルでは、(12)式より ∂
∂

p
M

m
S

SS
> 0なので、ある最終財生産企業がインフォーマルセ

クター生産財市場から中間財を購入する際の限界費用曲線は、分断化された市場におい

てその企業の直面する中間財供給曲線より上方に位置することがわかる。費用最小化の

最適購入量は、インフォーマルセクター生産財市場から購入する際の限界費用曲線と共

通市場から購入する際の限界費用 pmの水平線が交わる点の水準 m*sjで決まり、これに対

応して、インフォーマルセクター生産財市場の中間財購入価格 pmS*は、供給曲線上の

pmS*=pmS(m*sj)として、一意的に決まる。なお、この時、必ず pm>pmS*が成立する。すな

わち、各最終財企業は、中間財購入において、共通市場とインフォーマルセクター生産

財市場に応じて異なった価格で購入することが、費用最小化の上で最適であることがわ

かる。 
次に利潤最大化問題を考える。ただし、ここでは上記費用最小化問題において、最

適な msjが内点解で与えられる場合のみを考える。この時、msjは xjに依存しない。この

場合の利潤最大化問題は、最終財の国際価格を pc、(10)式で最小化された費用を C(xj)と
すると、 

( ) ( ){ }Max p x C x
x

c j j
j

−    (14) 

となり、一階の条件は、次式である。 
pc=waL+r*aK+pmaM   (15) 

ただし、最終財生産企業においても生産関数が一次同次であることから、利潤最大化に

よって、生産量が決定されないことに注意する必要がある。 

2-5)経済の均衡 

さて、これまでそれぞれの経済主体の行動の最適化条件、すなわち主体的均衡を求

                                                  
17 これは、(10)式の目的関数を msj で微分して０とおくことによって、以下のように導

出することが出来る。 
∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

p
m

m p
p

M
M
m

m p
p

M
m p pm

S

sj
sj m

S m
S

SS

SS

sj
sj m

S m
S

SS
sj m

S
m+ = + = + =  

  ここで２つ目の等式が成立するのは、自己の最適購入量の決定の際には、他企業の購

入量が一定であることを予想する
∂
∂

M
m

SS

sj

=
⎛

⎝
⎜⎜

⎞

⎠
⎟⎟1 からである。なお、この一階条件は、

市場均衡でなく主体的均衡条件であることに注意する必要がある。 
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めた。ここでは、まず分断化された市場の均衡を求め、その後経済全体の均衡を求める。 
まず、各分断化されたインフォーマルセクター生産財市場におけるクールノー・ナ

ッシュ均衡は、N 個の最終財生産企業それぞれが、他企業の購入量を一定と予想して、

自己の最適購入量を決める時に、結果として得られる N 個の購入量の組が予想していた
購入量の組と一致するとき達成される。よって、これは(13)式において、j=1,2,--,N とお
いた N 本の連立方程式の解として与えられる。各分断化された市場のＮ個の最終財生産
企業はすべて同一と仮定したので、クールノー・ナッシュ均衡 m*s1=m*s2=---
=m*sN=(MSS/N)*は、次式を満たす。 

∂
∂

p
M

M
N

p pm
S

SS

SS
m
S

m+ =    (16) 

なお、企業数 Nが１の時、このクールノー・ナッシュ均衡解は独占解に等しく、N
が増加するに従って完全競争解に近づき、N→∞の極限では、完全競争解に等しくなる
ことはよく知られている。よって本論文では、N をインフォーマルセクター生産財市場

の競争の度合いの指標と考える。 
ここで、n 個の各分断化された市場はすべて対称的で、かつ生産関数は一次同次関

数と仮定してあるので、各分断化された市場を集めた経済全体においては、最終財生産

企業全体の生産する最終財の量を X とすると、(7)、(8)、(9)、(16)式より以下が成り立つ。 
LC=aLX     (17) 
KC=aKX     (18) 
M(=MS+MF)=aMX   (19) 
∂
∂

p
M

M
N

p pm
S

S

S
m
s

m+ =    (20) 

ただし、LC、KC、M は経済全体の最終財生産企業で用いられる労働、資本、中間財投入

総量である。 
さらに、先に述べたように、フォーマルセクターとインフォーマルセクター間の労

働移動はないと仮定したので、労働移動は、フォーマルセクター内の中間財生産企業と

最終財生産企業の間だけで生じ、その際の労働制約は次式で表わされる。 
LU=LC+LM    (21) 

ここで、LUは、フォーマルセクター全体の労働量を表わす。 
これでモデルの定式化は完成する。経済の均衡は、(1)-(6)、(15)、(17)-(21)式の 12

本の式によって記述され、これによって 12 個の内生変数、pm、pmS、w、ws、MF、MS、

X、LM、LC、KS、KM、KCが決定される。 

2-6)モデルの構造の解明 

本項では、内生変数の決定の仕組みを図を用いて説明することにより、モデルの構

造をより一層明らかにする。中間財生産企業は、両セクターのいずれにおいても、同一

の一次同次生産関数を持ち、完全競争企業であることから、生産関数と費用関数の双対
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性が成立し、図 3-1、3-2 の等量曲線と等費用曲線の双対関係が成立する。本モデルでは、
フォーマルセクターの利子率 r*が外生的に与えられているので、pmは w に一対一に対応
する。よって、この pm-w の一対一対応関係と(15)式より pmと w が決定される。よって、
フォーマルセクター最終財生産企業は、この pm と w とを所与として、費用最小化行動
を行うのである。そして、分断化された市場のナッシュ均衡の結果として経済全体のイ

ンフォーマルセクターによる中間財供給曲線18上の最適点（M*S, pmS*)が均衡として選ば
れる。この結果、所与の R に対して、wsも pmSに一対一に対応するので、図３-2 の等費
用曲線から ws*が決定される。 

次にフォーマルセクターの労働配分の決定は、図４を用いて説明できる。この図で、

AB の長さがフォーマルセクターの総労働人口 LUで、A から右に中間財生産企業におけ
る労働者数、B から左に最終財生産企業における労働者数をとる。縦軸は、中間財の供
給量及び需要量である。AMF 線は、フォーマルセクターによって生産される中間財の供

給量で、この傾きは図３-1、３-2 から、w の関数として決定されることがわかる。AMF

線を上方に M*Sだけシフトさせた CMS線は、経済全体の中間財の供給量を表わす。なお、

M*S はナッシュ均衡点である。BMD 線は、最終財生産企業による中間財の総需要量であ

る。よって、フォーマルセクターの労働分配は、この CMS線と BMD線が交わる点Ｅ*で

決定される。 

３）インフォーマルセクター生産財市場の競争政策の効果 

前節において、インフォーマルセクター生産財市場におけるインフォーマルセクタ

ーとフォーマルセクターの相互作用を考慮した経済モデルを構築した。本節では、この

モデルを用いて、インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進（市場の分断性の解

消）の経済発展及び貧困解消に対する効果を分析したい。 
このため、インフォーマルセクター生産財市場の競争の度合いを政府の政策手段と

して外生的に取り扱う。この方法は、最近の現実世界の動きの中で、国内市場の競争の

度合がその政府の貿易戦略における政策変数であるとの新たな認識が生じてきたことに

応じて、国際貿易モデルの中でこれを取り扱いやすく分析するために、最近行なわれる

ようになった手法である19。しかし、ここで注意すべきなのは、インフォーマルセクタ

ー生産財市場の競争政策の実際的手段としては、一般に先進国の市場でイメージされて

いるような規制緩和や制度的改善による参入障壁の除去というよりは、市場の情報の交

換の促進を主たるものとして想定していることである。この具体例としては、インフォ

ーマルセクターの小規模事業家が、自分の属する分断化された市場だけでなく、財市場

全体に関するより多くの情報にアクセスする機会を設けたり、そのような援助を行う機

                                                  
18 図 3-2 で pmS曲線のシフトが図 3-1 の MS曲線をどのようにシフトさせるかは、この

二つの図より容易に理解できる。 
19 例えば、Yano (1998)、Yano and Dei (1998)などを参照。 
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関を創設したりすることが考えられる。 
分断化されたインフォーマルセクター生産財市場における最終財生産企業の数

Ｎを市場の競争の程度の指標として用いる。そして、このＮを外生的に変化させること

によって、比較静学を行い、インフォーマルセクター生産財市場の競争促進の効果を分

析する。本節では、簡単のため、他の外生変数、特にインフォーマルセクターの利子率

Ｒが一定である場合を論じる。 
まず、(20)式をMS、pm、Nで全微分すると次式が得られる。 

p
M
N

p
N

p dM dp
p M

N
dNm

S S
m
S

m
S

S m
m
S

S″
+

′
+

′⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭

= +
′

1
2   (22) 

ただし、(4)、(6)式より、次式が成り立つ。 

( )
p

p
M

p F
F

m
S m

S

S

m
S

KK

K

′
= = − >
∂
∂ 2 0     (23) 

( )
( )

p
p

M
R

F

F
F

Fm
S m

S

S K

KK

K
KKK

″
= = −

⎧
⎨
⎪

⎩⎪

⎫
⎬
⎪

⎭⎪

∂
∂

2

2 4

23
   (24) 

簡単化のために、FKKK=0 を仮定すると、 pm
S″ >0 となる。よって、(22)式の左辺のかっ

こ内は、正に符号が決まる。 
次に、(2)、(3)式を全微分し、生産関数が一次同次であることを用いると、２つの

内生変数 pm、wの関係式を次のように求めることが出来る。 

dw F
F F

F
dp

F
F

drL
LK K

KK
m

LK

KK

= −
⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟ + *    (25) 

さらに、(15)式を全微分して、(25)式を用いると、内生変数 w が消去され、dpmを

外生変数の変化 dpc と dr*のみで表わすことができる。よって、(22)式より、dMS/dN>0
であることがわかる。また、dpmS/dMS>0 であるので、dpSm/dN>0 が成立する。さらに、
dws/dpmS >0 より、 dws/dN>0 が成立する。以上の記述をまとめると次の命題１になる。 

命題１：インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進によって、インフォーマルセ

クターによって生産される中間財の量と価格、及びインフォーマルセクターでの賃金

は必ず上昇する。 

また、フォーマルセクターの賃金 wは、(25)式より、Nの変化の影響を受けない。
よって、命題１の結果と合わせると、d(w-ws)/dN < 0 である。ここから、次の系１（要
素価格均等化定理）が成り立つことがわかる。 

系１：インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進によって、たとえインフォーマ

ルセクターからフォーマルセクターへの労働移動が不可能でも、必ずフォーマルセク

ターの賃金とインフォーマルセクターの賃金は均等化していく傾向を持つ。 

多くの途上国において、インフォーマルセクターからフォーマルセクターへの労働
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移動の困難性（不可能性）が一般に観察されている。このような場合、２つのセクター

間の賃金の均等化は直接的にはなされない。しかしながら、系１によって、このような

場合においても、インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進によって、ある程度

の賃金の均等化が、間接的に可能であることがわかる。これは、次のような理由によっ

て、実際の政策において重要性を持つと思われる。セクター間の労働移動の困難性は、

一般にフォーマルセクターの人々のインフォーマルセクターに対する偏見や差別、及び

慣習や伝統的精神性、制度など文化的要因に起因するもので、この困難性を取り除くの

は難しいものと思われる。これに比べて、インフォーマルセクター生産財市場の競争の

促進は、例えば、インフォーマルセクターにおける企業に対して、生産財市場全体の情

報交換の機会を設けたり、既存の最終財生産企業に対する特権や保護につながる制度を

廃止するだけでなされる場合もあり、実際的であると考えられるからである。 
次に、インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進がインフォーマルセクター

の総生産(額)及び国の経済全体の総生産にどのような影響を及ぼすか分析する。 
インフォーマルセクターの総生産額を YS、フォーマルセクター中間財生産企業の

総生産額を YM、フォーマルセクター最終財生産企業の総生産額を YR、フォーマルセク

ターの総生産額 YF、国全体の総生産額を Y とする。この時、YS=pmSMS、YM=pmMF、

YR=pcX-YS-YM、YF=YM+YR=pcX-YS、Y=YS+YF=pcXである。 
命題１より、次式が成り立つ。 

dY
dN

M
dp
dN

p
dM
dN

S
S

m
S

m
S S= + > 0.   (26) 

また、(1)、(3)、(17)、(19)、(21)、(22)式より、次式が成り立つ。 
dY
dN

p
dM
dL

dL
dN

M
m

F

M

M= < 0.    (27) 

ここで、 
dM
dL

F
F F
F

dL
dN

p M

F
F F
F

a
a

p
M
N

p
N

p N

F

M
L

LK K

KK

M m
S

S

L
LK K

KK

M

L
m
S S

m
S

m
S

= − >

= −
′

− +
⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟

″
+

′
+

′⎛
⎝⎜

⎞
⎠⎟

<

0

1
0

2

,

.
 

よって、さらに以下の式が求まる。 
dY
dN

p
a

dL
dN

c

L

M= − > 0.    (28) 

以上、(26)-(28)式の記述をまとめると次の命題になる。 

命題２：インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進は、必ずインフォーマルセク

ターの総生産は増加させる。これは、中間財生産に関して、フォーマルセクターから

インフォーマルセクターへの代替が行われるからである。この時、必ず国全体の総生
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産は増加する。 

命題１及び２により、インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進によって、

インフォーマルセクターによって生産される中間財の量とインフォーマルセクターの賃

金が必ず上昇し、さらに、賃金の上昇を伴ったインフォーマルセクターの成長によって

もたらされる国全体の経済成長への道筋が存在することを示すことが出来た。しかしな

がら、たとえインフォーマルセクター生産財市場が完全競争的になった（この時 pm=pmS

である）としても、インフォーマルセクターにおいてクレジットへのアクセスの欠如が

存在する限り、賃金格差はゼロにならないことに注意すべきである。よって、次節では、

インフォーマルセクターでのクレジットへのアクセスの改善の影響について検討する。 

４）インフォーマルセクターにおけるクレジットへのアクセスの改善の効果 

ここでは、前節とは逆に、インフォーマルセクター生産財市場の競争の度合い N
が一定であるときに、インフォーマルセクターにおけるクレジットへのアクセスの改善

（すなわちＲの減少）の影響を分析する。この際、計算上注意すべき点は、前節では

(20)式を MS、N、pm で全微分したが、本節では、MS、R、pm で全微分する点である。

その結果次式を得る。 

p
M
N

p
N

p dM
p

R M
M
N

p
R

dR dpm
S S

m
S

m
S

S
m
S

S

S m
S

m
″

+
′

+
′⎧

⎨
⎩

⎫
⎬
⎭

+ +
⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭

=
1 2∂

∂ ∂
∂
∂
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ここで、(4)、(6)式より
∂
∂

p
R F

m
S

K

= >
1 0、(23)式より、

( )
∂
∂ ∂

2

3 0
p

R M
F
F

m
S

S

KK

K

= − > であること

がわかる。よって以下の式が成り立つ。 

( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }

dM
dR

F N M F F

R F M F F N
S K S KK K

KK S K KK

= −
−

− +
<

4 2

2 23 1
0,     (30) 

( ) ( )
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M F F F

F F M F F N
m
S

S KK K KK

K KK S K KK

=
−

− +
>

2

3 1
0

2 2

2 2
,     (31) 

さらに、(5)式より、 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }

dw
dR

M F F F F F F F N M F F F

F F M F F N
s S L KK L K KK LK K S K LK KK

K KK S K KK

=
− − +

− +

2

3 1

2 2 3

2 2
 

 (32) 
であることがわかる。(32)式右辺の符号は、正になる場合も負になる場合もある。そし
て、N が小さいほど(32)式の値は、大きくなることがわかる。すなわち、インフォーマ
ルセクター生産財市場が非競争的であるほど、dws/dR>0 となる可能性が高いことがわか
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る20。よって次の命題３が成立する。 

命題３：インフォーマルセクターのクレジットへのアクセスが改善されるに従って、イ

ンフォーマルセクターの中間財生産量は必ず増加するが、インフォーマルセクターの

賃金が上昇するとは限らない。これは、インフォーマルセクターで生産される中間財

の価格が減少するからである。インフォーマルセクター生産財市場が非競争的であれ

ばあるほど、クレジットへのアクセスの改善によって、インフォーマルセクターの賃

金が低下する可能性は高くなる。 

最近、多くの途上国において、インフォーマルセクターの人々が、容易にクレジッ

トにアクセスすることを可能にするための様々な試みが、インフォーマルセクターの

人々の所得（賃金）向上のための効果的な手段として大きな注目を集め、流行のようで

さえある。この文脈において、命題３の持つ意味は大きい。すなわち、インフォーマル

セクターでのクレジットへのアクセスの改善の試みが本当に人々の所得向上の手段とし

て有効に機能するかどうかは、インフォーマルセクター生産財市場の競争の度合いに依

存するのである21。インフォーマルセクター生産財市場が十分に競争的であれば、イン

フォーマルセクターでのクレジットへのアクセスの改善は、インフォーマルセクターの

人々の所得レベルを向上させる。しかし、インフォーマルセクター生産財市場がひどく

分断化されて、十分に競争的でない場合には、たとえ様々な試みによって、インフォー

マルセクターにおけるクレジットへのアクセスを改善したとしても、インフォーマルセ

クターの人々の所得向上は達成できず、時には、彼らの所得レベルが低下することもあ

り得るのである。この時インフォーマルセクターの中間財生産量は増加しても、インフ

ォーマルセクター生産財市場の競争の度合いが低い場合には、(31)、(32)式に示されてい
るように、インフォーマルセクター中間財生産企業はフォーマルセクター最終財生産企

業に余計買いたたかれて、中間財価格 pSm はより大きく低下し、インフォーマルセクタ

ーでの賃金は低下するのである。この場合、インフォーマルセクターでのクレジットへ

のアクセスの改善は、インフォーマルセクターの人々の所得向上の為には、全く機能し

ないのである。 

                                                  
20  著者は生産関数に CES 関数、 ( ) ( )[ ]F L K A L K, = + −− − −

α αρ ρ ρ1
1

を用いて、

d w
d R

s > 0の例が作れることを確認した。 

21 実際のインフォーマルセクターでのクレジットへのアクセス改善の試みは、本モデル
で定式化したような生産活動のための資金調達を目的としたものだけでなく、人々の

生活におけるリスク回避を目的とした保険的な性格を持つものも多数存在している。

しかし本論文では、後者は扱っておらず、生産活動のためのクレジットへのアクセス

に限定した議論であることに注意する必要がある。 
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なお、ここでインフォーマルセクターにおけるクレジットへのアクセスの改善が、

インフォーマルセクター全体の総生産（額）及び国の経済全体の総生産等にどのような

影響を及ぼすかについて簡単に言及する。比較静学の結果、以下のことが確認できた。

インフォーマルセクターのクレジットへのアクセスの改善によって、フォーマルセクタ

ー最終財生産企業全体の総生産と国の経済全体の総生産は必ず増加する。しかしながら、

インフォーマルセクター全体の総生産が増大するか否かは、インフォーマルセクター生

産財市場の競争の度合いに依存し、競争の度合いが低いほど、インフォーマルセクター

全体の総生産が低下する可能性が増加する。 
本節の最後に、インフォーマルセクター生産財市場が全く分断化されておらず、完

全競争的である場合について注目しておく。この場合、インフォーマルセクターでのク

レジットへのアクセスが改善されるにしたがって、インフォーマルセクターの賃金とイ

ンフォーマルセクター全体の総生産は必ず上昇する。そして、フォーマルセクターとイ

ンフォーマルセクターの賃金は均等化していき、フォーマルセクターとインフォーマル

セクターでの利子率が等しくなると、たとえ２つのセクター間の労働移動が不可能でも、

賃金は完全に均等化することに注意する必要がある。しかしながら、インフォーマルセ

クター生産財市場が完全競争的でない場合、クレジットへのアクセスの改善による賃金

均等化の効果は弱まり、場合によっては賃金格差が拡大することもありうるのである。 

５）結語、政策的含意及び今後の課題 

まず最初に、これまでの分析をここでまとめると以下の通りである。インフォーマ

ルセクター生産財市場の競争の促進は、必ずインフォーマルセクターの賃金を上昇させ、

インフォーマルセクター及び経済全体の総生産上昇につながる。しかしながら、たとえ

財市場が完全競争的となったとしても、インフォーマルセクターにおけるクレジットへ

のアクセスの困難性が存在する限り、インフォーマルセクターとフォーマルセクターの

賃金は決して完全には等しくならない。一方、インフォーマルセクターでのクレジット

へのアクセスの改善がインフォーマルセクターの賃金を上昇させるか否かはインフォー

マルセクター生産財市場の競争の度合いに依存し、財市場が完全競争的であれば、イン

フォーマルセクターの賃金を上昇させるが、そうでなければ、インフォーマルセクター

の賃金が低下することもありうる。 
次に、以上のことから得られる重要な政策的含意について以下にまとめる。最近、

多くの途上国において、インフォーマルセクターの人々が、フォーマルセクターのクレ

ジットと同程度の低い利子で資金を調達することを可能にするための様々な試みが、イ

ンフォーマルセクターの人々の所得向上（すなわち貧困解消）のための効果的な手段と

して大きな注目を集めている。例えば、インフォーマルセクターの人々は、自分達で、

様々な種類の『貯蓄貸付グループ』を組織し始めている。また政府や非政府組織 (NGO)
は、この人々の『貯蓄貸付グループ』の創設を様々な形で、支援、促進している。さら

に、政府や銀行は、インフォーマルセクターにおいて、住民の共同体を利用して『マイ
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クロクレジット（小規模信用貸付）』のしくみを創設しようと試みている。これらは一

般に、病気、事故、災害などの緊急時の出費や仕事がないときの生活費等の保険的な機

能、および生産活動における必要資金の貸付機能を通して、貧困問題解決のために効果

的に働くと考えられている。そして、特に最近では、後者の生産活動におけるクレジッ

トへのアクセス改善を目的としたものが流行のようである22。 
本論文では、この後者に焦点をあててクレジットへのアクセス改善を定式化したの

である。しかしながら、本論文が明らかにしたのは、インフォーマルセクターの人々の

所得向上（貧困解消）の手段として、インフォーマルセクターでのクレジットへのアク

セスの改善が有効に機能するかどうかは、インフォーマルセクター生産財市場の競争の

度合いに依存するということである23。財市場がひどく分断化されて、非常に非競争的

であると、たとえ、これらの手段がインフォーマルセクターでのクレジットへのアクセ

スを改善したとしても、当初の所得向上の目的は達成できず、却って彼らの所得レベル

を低下させることもあることが示されたのである。逆に、財市場の競争の促進は、必ず

インフォーマルセクターの人々の所得向上に有効に働くだけでなく、インフォーマルセ

クター及び国全体の経済発展をもたらすことが明らかになった。そして、たとえ社会

的・文化的理由によりインフォーマルセクターとフォーマルセクター間の労働移動が困

難であっても、インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進とインフォーマルセク

ターにおけるクレジットへのアクセスの改善が同時に行われることによって、２つのセ

クター間の賃金格差は、最終的には完全に解消されることがわかった。以上から、途上

国の貧困解消及び開発政策において、インフォーマルセクター生産財市場の競争の促進

が重要な課題であることがわかる。 
これらの分析より、インフォーマルセクター生産財市場における競争促進による小規

模事業の促進は、国の経済発展とインフォーマルセクターの人々の貧困解消に役立つが、

インフォーマルセクターでのクレジットへのアクセスの改善による小規模事業の促進は、

                                                  
22 例えば、1997 年２月に世界中 137 カ国の政府組織、非政府組織、民間組織から 2900
人以上の人がワシントン D.C.に集まって、『マイクロクレジットサミット』が開催さ
れた。このサミットでは、2005 年までに世界中の１億世帯の貧困家庭に対して経済的
自立のための事業資金として、マイクロクレジットを提供することが目標として掲げ

られた。そして、例えば、その主要なパイロットプロジェクトとして、サミットのメ

ンバーである国連開発計画（United Nations Development Programme, 略称
UNDP）は、まず手始めに、410 万 US ドルを拠出して、２５カ国にそれぞれ 5 から
10 の小規模な地域小規模貸付の実施機関を創設すること（既存の NGO や銀行を利用
または新たに創設）を決定した。また UNDP は、1999 年までにこの計画を 50-75 カ
国に広げることを計画している。 

23 注 20参照。 
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貧困解消に役立たない可能性があることが明らかになった。さらに、これは、インフォ

ーマルセクターの人々の所得向上を伴ったインフォーマルセクターの成長によってもた

らされる、国全体の経済発展の『道』が存在することを、厳密な経済モデルにおいて示

すことに成功したと言える。この『道』においては、インフォーマルセクターでのクレ

ジットへのアクセスの改善だけでなく、インフォーマルセクター生産財市場の競争促進

も重要なのである。 
ここで、本論文のモデルの政策的含意を裏付けるような実例を紹介しておく。タイで

は 1992 年、都市コミュニティ開発局 (Urban Community Development Office, 略称
UCDO)という政府機関を創設した。その際の主な事業は、インフォーマルセクターの
人々のクレジットへのアクセスを支援することであった。その一つの目的は、クレジッ

トへのアクセスを改善することによって、インフォーマルセクターでの小規模事業を活

性化し、彼らの所得水準を向上させようとするものであった。これを通して、実際多く

の小規模事業が発展したが、最近になって UCDO は新たな課題を意識している。すなわ
ち、人々はクレジットへのアクセスが可能になることによって、小規模事業を始め、ま

た発展させ、これによって仕事はできたが、彼らの所得向上は、当初の思惑ほどには達

成できなかったということである。そして UCDO はその原因を、彼らが作っている製品
（衣類、食品、装飾品、雑貨等）が仲介業者に非常に安い価格で買いたたかれているこ

と、すなわち、本論文で言う、インフォーマルセクター生産財市場が非競争的であるこ

とと分析した。 
その結果、UCDO は新たに 1996 年より、コミュニティー企業部 （Community 

Enterprise Taskforce）という部署を設けて、インフォーマルセクター生産財市場の競争
の促進のための方法論の模索・実践を行なっている。具体的には、各地のインフォーマ

ルセクター生産財を集め、国内及び国外で展示し、流通業者や消費者に紹介することに

よって、新しい市場を開拓したり、既存の仲介業者（本モデルの最終財生産企業）を通

さない新しい流通販路の開拓を支援したりしている。また情報交換のために多くの分断

化された市場に属するインフォーマルセクター企業相互間ののネットワークつくりを支

援したり、共同で流通販売部門に参入する方法を模索したりしている24。 
最後に、今後の課題として、理論的課題と実践的課題の２つの方向があると考える。 
第一に、理論的課題としては、本論文では、インフォーマルセクター生産財市場の分

析が主たる関心事であったため、インフォーマルセクターでのクレジットへのアクセス

の改善を、ただインフォーマルセクターでアクセスできる資本の利子率を減少させるこ

とで外生的に定式化したが、これはあまりにも単純な定式化であるように思われる。こ

の単純な定式化からは、現在一般に、インフォーマルセクターにおいてアクセスできる

                                                  
24 UCDO についての記述は、1996 年８月に著者が行った UCDO 局長の Somsook 

Boonyabanchaへのインタビューによる（Shimokawa (1996)参照）。 
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クレジットの金利がフォーマルセクターよりも高いことの理由や、その利子率の低下を

実現するメカニズムなどを論じることが出来ない。よって、このメカニズムを明らかに

するミクロ的基礎付けや、インフォーマルセクターにおけるクレジットへのアクセスの

改善の効果について、そのミクロ的基礎付けのなされたより一般化されたモデルを用い

た精緻な分析が必要と思われる。 
第二に、実践的課題としては、経済学としての領域を逸脱するかもしれないが、途

上国におけるインフォーマルセクター生産財市場の競争の促進を実際にどのように実現

していくかについての方法論の研究が必要であると考えられる。このためには、実際に

途上国において、このインフォーマルセクター生産財市場の競争促進の手段としてなさ

れている様々な試みやモデルケースの事例を集めることである。先に UCDO の例を紹介
したが、これらの試みはまだ始まったばかりで、今後これらのノウハウが蓄積され、ま

た途上国間で経験の交流によって具体的手段が広まっていくことが望まれる。さらに、

途上国においては、フォーマルセクター最終財生産企業が政府機関と癒着し、他からの

参入を法律的、制度的に、さらには裏で暴力的に妨害し、結果としてインフォーマルセ

クター生産財市場の分断（独占的状態）が保持されている例も多い。これらを明らかに

し、そのような法律、制度、慣習を撤廃することによって、インフォーマルセクター生

産財市場の競争を促進していくことも必要である。 
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